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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第46期
第３四半期
累計期間

第47期
第３四半期
累計期間

第46期

会計期間

自平成28年
４月１日
至平成28年
12月31日

自平成29年
４月１日
至平成29年
12月31日

自平成28年
４月１日
至平成29年
３月31日

売上高 （千円） 12,803,698 12,350,027 17,840,821

経常利益 （千円） 423,186 288,685 773,201

四半期（当期）純利益 （千円） 645,200 196,185 915,301

持分法を適用した場合の投資損失（△） （千円） △90,643 － △90,643

資本金 （千円） 1,460,500 1,460,500 1,460,500

発行済株式総数 （千株） 16,830 8,415 16,830

純資産額 （千円） 4,872,741 5,198,520 5,143,540

総資産額 （千円） 14,337,835 14,360,018 14,059,847

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 76.90 23.38 109.10

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 9.00

自己資本比率 （％） 34.0 36.2 36.6

 

回次  
第46期
第３四半期
会計期間

第47期
第３四半期
会計期間

会計期間  

自平成28年
10月１日
至平成28年
12月31日

自平成29年
10月１日
至平成29年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 60.87 10.86

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２　第47期第３四半期累計期間の持分法を適用した場合の投資損失については、関連会社が存在しないため記載

しておりません。

　　　　３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

　　　　４　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりませ

ん。

　　　　５　当社は平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。前事業年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

（１）業績の状況

　わが国経済は、これまでの政府及び日銀の各種政策の効果などから雇用・所得環境や企業収益は緩やかな回復基

調が続いています。また、世界経済においても、各国の経済対策や政治不安に対する下振れリスクは懸念されるも

のの、回復基調が続いています。

　当社を取り巻く事業環境は、設備投資は全体として緩やかに増加しているものの、熱源設備（吸収冷温水機・ボ

イラ）の需要は横這いで推移いたしました。

　このような事業環境の下、当第３四半期累計期間における受注高は、前年同期比３億11百万円減少の143億81百

万円、売上高は、前年同期比４億53百万円減少の123億50百万円となりました。

　セグメント別には次のとおりです。

　空調事業では、受注高は前年同期に比べ保守点検・改修改造工事（以下、メンテナンス工事）が減少したこと等

により、前年同期比１億50百万円減少の95億20百万円となりました。売上高は前年同期に比べ空調機器の付帯工事

付大型案件が減少したことにより、前年同期比３億65百万円減少の82億23百万円となりました。

　ボイラ事業では、受注高は前年同期に比べメンテナンス工事が増加したものの、前年同期に大口のボイラ機器の

受注があったこと等により、前年同期比１億61百万円減少の48億61百万円となりました。売上高はメンテナンス工

事が増加したものの、前年同期に大口のボイラ機器の売上があったこと等により、前年同期比87百万円減少の41億

26百万円となりました。

　営業利益は、メンテナンス工事が好調に推移したものの、前年同期に比べ空調機器の付帯工事付大型案件の売上

減少等により２億93百万円と前年同期から１億21百万円の減少となり、経常利益は、２億88百万円と前年同期から

１億34百万円の減少となりました。また、四半期純利益は、１億96百万円となり、関係会社出資金売却に係る特別

利益３億35百万円を計上した前年同期から４億49百万円の減少となりました。

 

（２）財政状態の分析

（総資産）

　当第３四半期会計期間末における総資産の残高は143億60百万円となり、前事業年度末に比べ３億円増加いたし

ました。主な増加は、仕掛品であり、主な減少は、短期貸付金であります。

（負債）

　当第３四半期会計期間末における負債の残高は91億61百万円となり、前事業年度末に比べ２億45百万円増加いた

しました。主な増加は、その他に含まれる設備支払手形及び前受金であり、主な減少は、賞与引当金及び未払法人

税等であります。

（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産の残高は51億98百万円となり、前事業年度末に比べ54百万円増加いたし

ました。この主な要因は、四半期純利益の計上により利益剰余金が増加したことによるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、１億64百万円であります。

　なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（５）主要な設備

　前事業年度末において計画中であった主要な設備の新設について、主に次のものが当第３四半期累計期間に完了

しました。

事業所名 セグメントの名称 設備の内容
投資金額
（千円）

目的

滋賀工場 空調事業及びボイラ事業 製品倉庫建設工事 246,678 生産性の向上

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 28,000,000

計 28,000,000

　（注）　平成29年６月29日開催の第46期定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

　　　　　これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、発行可能株式総数は28,000,000株減少し

　　　　　28,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在
発行数(株)

（平成30年２月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,415,000 8,415,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

株主としての権利内容に制
限のない、標準となる株式
（単元株式数100株）

計 8,415,000 8,415,000 － －

　（注）１　平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株

　　　　　　式総数は8,415,000株減少し、8,415,000株となっております。

　　　　２　平成29年６月29日開催の第46期定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

　　　　　　これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株に変更

　　　　　　となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年10月１日 △8,415,000 8,415,000 － 1,460,500 － 1,228,500

　（注）　平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式     52,000

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,725,000 16,725 －

単元未満株式 普通株式     53,000 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 16,830,000 － －

総株主の議決権 － 16,725 －

　（注）１　単元未満株式数には当社所有の自己株式76株が含まれております。

　　　　２　平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株

　　　　　　式総数は8,415,000株減少し、8,415,000株となっております。

　　　　３　平成29年６月29日開催の第46期定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。

　　　　　　これにより、株式併合の効力発生日（平成29年10月１日）をもって、単元株式数が1,000株から100株に変更

　　　　　　となっております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　（自己保有株式）
川重冷熱工業株式会社

滋賀県草津市
青地町1000番地

52,000 － 52,000 0.30

計 － 52,000 － 52,000 0.30

　（注）平成29年６月29日開催の第46期定時株主総会の決議により、平成29年10月１日付で株式併合（普通株式２株につ

き１株の割合で株式併合）及び単元株式数の変更（1,000株から100株に変更）を行っております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,806 12,745

受取手形及び売掛金 6,346,490 ※ 6,358,832

仕掛品 1,421,757 1,856,348

原材料及び貯蔵品 389,895 418,646

繰延税金資産 283,873 283,929

短期貸付金 2,114,737 1,609,742

その他 34,325 114,677

貸倒引当金 △2,321 △4,230

流動資産合計 10,594,565 10,650,691

固定資産   

有形固定資産 2,148,736 2,420,316

無形固定資産 251,176 212,618

投資その他の資産   

繰延税金資産 847,133 844,475

その他 225,413 235,185

貸倒引当金 △7,178 △3,269

投資その他の資産合計 1,065,368 1,076,391

固定資産合計 3,465,281 3,709,326

資産合計 14,059,847 14,360,018

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,836,485 ※ 1,915,372

電子記録債務 2,264,373 ※ 2,274,651

未払法人税等 200,446 21,082

賞与引当金 402,000 202,000

受注損失引当金 252,755 236,624

製品保証引当金 102,870 53,006

その他 1,150,222 1,530,953

流動負債合計 6,209,153 6,233,690

固定負債   

退職給付引当金 2,678,412 2,901,427

製品保証引当金 13,000 10,500

環境対策引当金 9,930 10,070

資産除去債務 5,810 5,810

固定負債合計 2,707,152 2,927,807

負債合計 8,916,306 9,161,497

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,460,500 1,460,500

資本剰余金 1,228,500 1,228,500

利益剰余金 2,450,566 2,495,743

自己株式 △23,541 △24,914

株主資本合計 5,116,025 5,159,829

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 27,515 38,819

繰延ヘッジ損益 － △128

評価・換算差額等合計 27,515 38,690

純資産合計 5,143,540 5,198,520

負債純資産合計 14,059,847 14,360,018
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 12,803,698 12,350,027

売上原価 9,424,470 9,080,507

売上総利益 3,379,228 3,269,520

販売費及び一般管理費 2,964,201 2,976,285

営業利益 415,027 293,234

営業外収益   

受取利息 452 2,381

受取配当金 1,161 1,172

貸倒引当金戻入額 7,009 －

受取保険金 2,505 3,376

環境対策引当金戻入額 7,680 －

その他 4,618 914

営業外収益合計 23,428 7,844

営業外費用   

支払利息 165 73

固定資産除却損 7,841 7,438

為替差損 5,966 627

ゴルフ会員権評価損 － 2,595

その他 1,296 1,658

営業外費用合計 15,269 12,394

経常利益 423,186 288,685

特別利益   

関係会社出資金売却益 238,319 －

為替差益 ※ 96,694 －

特別利益合計 335,014 －

税引前四半期純利益 758,200 288,685

法人税等 113,000 92,500

四半期純利益 645,200 196,185
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

※　四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務

　四半期会計期間末日満期手形及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処

理しております。

　なお、当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形及び電子記録

債務が四半期会計期間末日残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －千円 238,479千円

支払手形 －千円 57,081千円

電子記録債務 －千円 229,197千円

 

（四半期損益計算書関係）

※　為替差益

前第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　関係会社出資金の売却代金に係る為替差益であります。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 236,953千円 240,174千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 100,678 6.00  平成28年３月31日  平成28年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 151,008 9.00  平成29年３月31日  平成29年６月30日 利益剰余金
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（持分法損益等）

 
前第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

持分法を適用した場合の投資損失（△） △90,643千円 －千円

　（注）　当第３四半期累計期間の持分法を適用した場合の投資損失については、関連会社が存在しないため記載して

　　　　　おりません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 空調事業 ボイラ事業

売上高 8,589,076 4,214,621 12,803,698

セグメント利益 2,613,537 765,691 3,379,228

　（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の売上総利益であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差

異調整に関する事項）

 該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 空調事業 ボイラ事業

売上高 8,223,167 4,126,859 12,350,027

セグメント利益 2,449,256 820,263 3,269,520

　（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の売上総利益であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差

異調整に関する事項）

 該当事項はありません。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 76円90銭 23円38銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 645,200 196,185

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 645,200 196,185

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,389 8,389

　（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　　　　２　当社は平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。前事業年度の期

　　　　　　首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月７日

川重冷熱工業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 青木　　靖英　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 勢志　　恭一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川重冷熱工業株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第47期事業年度の第３四半期会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川重冷熱工業株式会社の平成29年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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